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要 約 

地盤・建物系の詳細な振動観測を通じて明らかにすべき構造物の動的特性を整理し、

150 以上の建物における常時微動、振動実験、強震観測の結果に基づいて、地盤と建

物の動的相互作用特性などに影響を及ぼす要因を限られた観測を適切に組み合わせ

て系統的に明らかにする観測方法を提示する。これを本論では戦略的強震観測と呼ぶ。

また、観測の計画・実施・分析・データ整理などに当たって必要となる諸点について

検討を加え、特に中低層建物を対象として、建設中の建物の特性変化に着目した動的

相互作用の検討や、地震計の設置条件による計測震度への影響などについて示してい

る。また、観測に用いる機材やデータ公開に関する知見も示している。これら一連の

成果により構造物の振動観測で留意すべき項目をまとめたものである。 
 
キーワード： 地盤・建物系、強震観測、常時微動、中低層建物、動的相互作用、 
    立体振動、建設時連続観測、観測データ公開 

 
 
1. はじめに 

 

 限界耐力計算法の導入により地震荷重の動的な効果が明確に考慮できるようになり、地盤の増幅や

地盤・建物動的相互作用、建物の固有周期や減衰が陽な形で荷重評価プロセスに取り入れられた 1)。こ

れは、現在までの知見に基づいて、一般的な中低層建物の地震応答に最も影響の大きい要素を考慮し

たものといえる。また、さらに高度なモデル化に基づいて、構造物の立体挙動や地盤との動的相互作

用などを考慮した構造解析手法を状況に応じて活用することもできる。しかしそのベースにあるのは、

地震動入力と建物の応答の正確な理解、それに基づく建物の耐震性能の適切な把握である。 
一般的な中低層建築物は、地盤と構造物の動的相互作用の影響を強く受けることが知られ、その性

質の適切な評価の重要性については、主に理論的な検討により多くの指摘がなされてきた 2)。しかし地

盤と構造物の双方が多様な条件の下で、動的相互作用や構造物への入力を系統的に検討できる観測記
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録は必ずしも十分ではなく、設計時のモデル化の検証や定量的なパラメータの設定に不明点が残り、

一般的な構造設計において動的相互作用効果を積極的に考慮するには至っていない。一方で上部構造

物については、多様な構造特性や形状不整形性、非線形性や二次部材の影響などにより振動特性の評

価が難しい場合が多い。兵庫県南部地震で、新耐震設計法の二次設計レベルに対して２倍以上の地震

入力を受けながら、中低層 RC 造建物の被害率が高くなかったことは、実際に建物に作用する地震力と

建物耐力の評価が十分ではないことを示している。このような特性を検討できる強震観測記録はほと

んどなく、適切な観測記録の蓄積と検討はきわめて重要である。E ディフェンスが稼動を始めた現在

でも、一定規模以上の多様な構造物の特性を地盤も含めて検討するための観測の意義は減じられてい

ない。もちろん、従来から高度なモデル化が行われてきた重要・特殊建物（超高層、免震、電力関連

大規模施設など）についても、建物の振動性状と設計時のモデル化の検証のための観測は重要である。 
地盤・建物系の振動特性を詳細に検討するに当たっては、観測対象の選定、計測の計画、測定機材、

測定方法、データ処理、分析、結果の評価、多数の結果の蓄積・整理・データベース化、知見の一般

化と利用など、振動実測にかかわる一連の過程のトータルな高度化が必要である。これらの一部のみ

に力を入れても、全体がバランスよく適切に扱われない限り、実建物の振動特性の正確な把握と設計

への有益なフィードバックは困難である。 
本論ではこのような背景から、地盤・建物系の強震観測により明らかにすべき構造物の動的特性を

整理し、そのための観測体制や観測・分析の要点を検討することにより、振動観測で留意すべき諸点

をまとめて提示することを目的とする。その際に、著者らが実施してきた多数の観測結果を整理し、

系統的な観測プログラムの提示を行っている。また、観測条件や観測機器、観測結果の整理やデータ

ベース化に当たって有用なシステムについても検討を行う。 
 

2. 高密度強震観測の系統的整理による戦略的強震観測 

 

本論では、図１に示すように、多様な観測条件を整理して少数の建物の観測から系統的に最大限の

特性を分離・抽出・検討できる一連の観測プログラムを提示する。これを本論では「戦略的強震観測」

と呼ぶ。この観測の特徴は以下の通りである。 
まず建物の建設段階を追った連続観測を導入した点に特徴がある。これにより地盤・基礎条件が同

一で階数の異なる建物の特性比較が可能となり、固有振動数やモード減衰、有効入力動の階数依存性

が得られる。また基礎の構築に伴う入力の変化や、二次部材の有無による影響も検討できる。さらに

長期的に見れば、平面増築の前後では偏心の差異によるねじれ応答や床の面内・面外変形の特徴、耐

震改修の前後では上部構造の剛性等の影響、隣接棟の建設による隣棟間の構造物－地盤－構造物相互

作用の特性などが扱える。これらに加えて、ほぼ同規模で地盤条件、基礎構造、上部構造の特徴が様々

な建物などに着目した複数の建物の比較が含まれている。上部構造特性が類似の建物群（ある地域の

小学校建物など）からは地盤・基礎条件の差異を明確にでき、逆に、同一の敷地内で階数の同じ建物

から上部構造・基礎構造の構造形式の差が得られる。 
以上の系統的な考察の基礎となるのは筆者らがこれまで 10数年にわたり実施した多数の観測事例で

あり、ほぼ全数を表１にまとめて示す。建物記号・番号で示すように、これらは複数の観測シリーズ

を含んでいる。NU-**は名古屋大学キャンパス内の建物であり、建設中の連続観測や増築・耐震改修前

後の比較、多様な規模や地盤・基礎条件の組み合わせなどの検討が行われている。ES-**は上部構造が

類似の名古屋市内の小学校校舎を対象として、地盤条件や相互作用の影響などを検討したものである。

GR-**は庁舎建築であり、ほとんどは免震レトロフィット実施中か、今後予定されている。HR-**は高

層建物、BI-**は免震建物（レトロフィット含む）であり、建設中や免震レトロフィット前後なども含

めた長期連続観測が特徴である。そのほかに社寺などの文化財や住宅の観測事例がある。 
これらの観測事例を、観測目的やその背景、観測・分析技術の進展などを含めて時系列でまとめた

のが表２である。特に名古屋大学内の中低層建物に関しては、観測目的と観測体制の概略をポンチ絵



 39

とともに示した。青枠が微動、赤枠は強震観測を示す。1990 年代後半には K-NET などの地盤強震観測

や自治体の震度通報体制が整備されたが、一般的な中低層建物の強震観測例はごくわずかであった。

従って事例を増やすべく強震計の設置とネットワーク接続の開発を行い、同時に環境振動も視野に入

れて常時モニタリングを展開した。また常時微動の多点同時観測により複雑な振動特性や相互作用の

検出も行い、強震観測を補っている。これらの過程において、構造物の耐震性能を適切に評価するた

めに重要な動特性の検討・抽出が進み、以下の諸点に注目した観測体制を構築するとともに、それら

を効率的に観測するために上述の「戦略的強震観測プログラム」が整理されてきたといってよい。 
1) 構造物と地盤の動的相互作用（慣性と入力の相互作用の適切な評価） 
2) 構造物の固有振動数と減衰定数 
3) 隣接する建物間の相互作用特性 
4) 構造物の立体振動特性、二次部材の影響、非線形特性 
このような高密度の観測体制の構築や測定機材・測定方法については、新たな工夫が必要な場合が

多い。表２の 2000 年以降では、条件が制約される建設現場における強震観測システムに関して、機材

や設定も含めて開発が進んでいる。またこれらの検討の結果として、観測対象、観測成分、観測イベ

ント数がいずれも多数となる場合に、観測データを有効に整理して利用するための工夫が必要であり、

ウェブを用いたデータベース化とディジタルデータ公開のためのシステム、多点同時記録のリアルタ

イム監視システム、さらには映像ともリンクした観測体制に発展している。 
以上、本論文では主に中低層建物で検討すべき諸点に関して第３章で、また観測・分析に当たって

検討・注意すべき点やデータベースとデータ公開に関する工夫を第４章でそれぞれ述べる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 地盤・建物系の戦略的強震観測（振動計測）の概念 
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根入 杭先 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 短辺 長辺 RF 1F GL UG R T O
RC 3 1 15.3 16.0 85.0 1951 大学 直接 1.2 洪積 1994 TF 4.8 6.1 5.1 6.3 TF 14.6 12.1 13.4 13.0

～70 TFA 5.1 5.7 6.6 TFA 9.4 10.7 11.2
RC 3 15.0 16.0 93.5 1954 大学 直接 1.1 洪積 1994 TF 5.5 5.5 5.8 6.0 TF 13.4 18.0 13.7 11.8

～65 TFA 5.7 5.3 5.9 6.0 TFA 12.7 17.7 11.4 11.3
RC 4 15.8 16.0 92.0 1962 大学 直接 1.5 洪積 1994 TF 5.3 6.0 5.4 TF 31.0 21.6 24.2

～70 TFA 6.1 5.9 5.2 TFA 24.2 24.5 26.8
RC 4 17.9 15.4 75.0 1964 大学 杭 1.3 6.0 洪積 1994 TF 6.3 4.8 6.9 4.8 TF 11.3 10.5 24.3 11.4 ● ● ●

～70 TFA 7.1 4.8 8.0 4.9 TFA 18.5 9.8 22.4 10.1
RC 6 22.2 15.0 97.5 1967 大学 杭 1.7 33.0 洪積 1994 TF 3.1 3.4 3.3 3.8 TF 5.7 11.7 11.9 10.2

～69 TFA 3.1 3.4 3.4 3.9 TFA 5.2 12.0 11.2 10.1
RC 4 15.2 20.0 75.0 1971 大学 杭 1.2 20.0 洪積 1994 TF 5.2 5.2 6.6 5.6 TF 20.4 15.5 18.4 6.0

～89 TFA 5.8 5.0 6.8 5.6 TFA 23.7 19.1 16.1 5.8
RC 4 16.0 13.5 35.0 1987 大学 直接 2.8 洪積 1994 TF 5.2 6.0 5.5 7.0 TF 9.3 8.5 10.7 9.8

TFA 5.2 6.1 5.7 7.2 TFA 8.0 7.9 8.5 10.6
NU-08 RC 4 18.0 17.0 125.0 1954 大学 杭 洪積 00-03 改修前後

RC 5 18.1 14.3 25.5 1982 大学 杭 1.5 9.0 洪積 1994 TF 4.5 4.7 5.0 5.0 TF 9.6 10.4 22.0 15.1
～93 TFA 4.6 4.8 5.7 5.2 TFA 6.8 8.0 17.0 11.3

RC 5 19.7 17.0 74.0 1967 大学 杭 1.7 8.0 洪積 1994 TF 3.5 3.7 4.1 4.0 TF 5.5 8.3 27.2 15.6
～85 TFA 3.5 3.7 4.4 4.1 TFA 5.4 8.3 24.5 15.2

RC 6 1 21.0 15.0 68.0 1966 大学 直接 2.0 洪積 1994 TF 5.4 4.6 5.9 5.0 TF 12.2 8.4 17.7 11.3
TFA 3.8 3.9 4.0 4.0 TFA 10.8 8.6 16.5 10.0

RC 5 18.8 12.0 45.0 1971 大学 杭 1.6 9.0 洪積 1994 TF 3.6 4.0 3.7 3.9 TF 11.7 4.3 18.9 11.9
TFA 5.5 4.7 6.3 5.1 TFA 9.6 8.1 14.3 10.2

RC 8 33.2 10.5 70.0 1981 大学住居 杭 2.0 15.0 洪積 1994 TF 3.3 3.1 3.4 3.2 TF 2.2 1.9 5.4 3.6
～88 TFA 3.3 3.1 3.4 3.2 TFA 2.2 1.2 4.5 3.7

SRC 6 22.3 15.4 38.0 1982 大学 杭 2.3 12.0 洪積 1994 TF 4.2 4.8 5.1 5.8 TF 9.8 13.5 16.2 20.6 ● ● ●
～93 TFA 4.1 4.6 4.7 5.1 TFA 10.3 15.5 15.6 20.7

NU-15 RC 3 12.5 15.4 24.0 1982 大学 杭 2.3 12.0 洪積 TFA 5.9 4.9,8.3 11.5 10.5 ● ●
SRC 10 39.3 28.8 62.2 1995 大学 杭 8.1 45.0 洪積 1997 TF 2.0 2.1 2.1 2.4 TF 3.0 3.9 5.1 6.8 ● ● ● ● ● ● ●

1 4.7 94/07 TF 20.2 17.5 20.4 17.9 TF 9.1 8.6 10.9 15.8 建設中
2 8.9 94/07 TF 13.1 14.1 14.1 14.6 TF 23.1 26.9 19.2 13.4 建設中
3 12.7 94/08 TF 11.0 10.9 7.9 9.2 TF 27.5 21.0 21.6 10.3 建設中
4 16.5 94/08 TF 6.6 7.9 6.1 7.9 TF 40.4 26.5 17.8 17.2 建設中
5 20.3 94/09 TF 4.7 5.2 4.9 5.5 TF 21.3 15.8 12.3 14.1 建設中
6 24.1 94/10 TF 2.9 3.8 3.1 4.7 TF 8.6 6.1 8.4 12.8 建設中
7 27.9 94/10 TF 2.8 2.9 3.0 3.4 TF 6.2 9.7 6.5 8.7 建設中
8 31.7 94/11 TF 2.5 2.6 2.7 3.1 TF 7.4 6.6 6.9 10.2 建設中
9 35.5 94/11 TF 2.2 2.4 2.4 2.6 TF 5.5 7.4 5.4 6.0 建設中

10 39.3 94/12 TF 2.0 2.1 2.1 2.4 TF 3.0 3.9 5.1 6.8 建設中
RD 2.0 2.2 1/√2 2.5 3.3

SRC 10 39.3 28.8 62.2 1999 大学 杭 8.1 42-49 洪積 2000 TF 1.8 1.9 TF 5.6 3.1 ● ● ● ● ● ● ● 平面増築後
NU-17 RC 1 9.0 15.8 19.5 1972 実験室 杭 4.0 10,12 洪積 2003 － － ● ● ●
NU-18 RC 1 14.0 9.0 21.1 1972 実験室 杭 1.5 9.0 洪積 2003 TF 7.0 9.2 ● ● ●
NU-19 M 1 6.5 19.5 24.0 1990 実験室 直接 1.7 洪積 2003 － － ● ● ●
NU-20 RC 3 12.2 25.2 61.6 1964 実験室 杭 1.1 4,5 洪積 2003 TF 4.9 6.3 ● ●
NU-21 S 14 2 58.4 35.6 139.5 1996 病棟 杭 15.7 50.0 洪積 ● 強震観測

S 10 1 41.1 16.8 60.0 2000 大学 杭 7.5 42.0 洪積 2001,04 ● ● ● ● ●
1 4.5 00/09 10.0 9.8 10.0 10.0 建設中
2 9.0 00/09 5.5 5.3 5.5 5.5 建設中
4 17.3 00/10 3.6 3.8 3.6 3.8 ● 建設中
6 24.9 00/10 RD 1.5 RD 0.7 － ● 建設中

TF 1.5 1.6 1.5 1.6 1/√2 0.5 0.4 建設中
8 32.5 00/10 RD 1.4 RD 0.6 － ● 建設中

TF 1.3 1.4 1.3 1.4 1/√2 0.6 0.7 建設中
10 41.1 00/11 RD 1.1 1.2 RD 0.3 0.4 ● 建設中

TF 1.2 1.2 1.2 1.2 1/√2 0.7 0.6 建設中
10 41.1 00/11 RD 1.0 1.0 RD 0.9 0.9 ● 建設中

TF 1.0 1.1 1.0 1.1 1/√2 1.4 1.2 建設中
10 41.1 01/03 RD 1.0 1.0 RD 0.4 0.5 ● 竣工時強風

TF 1.0 1.0 1.0 1.0 1/√2 0.7 0.8 竣工時強風
NU-23 M 7 31.3 15.4 34.4 2003 大学 杭 3.8 洪積 ● ● ● ● ●
NU-24 RC 5 1 22.0 15.4 97.2 2003 大学 杭 10.4 洪積 ● ● ● ● ●
NU-25 RC 1 1 4.6 15.2 67.4 2003 講義棟 杭 洪積
NU-26 M 1 2 12.4 14.4 33.2 2003 講義棟 杭 洪積

Pca 7 1 29.8 16.2 49.5 2003 大学 杭 2.2, 32, 洪積 2003 ● ● ● ● ● ● ●
-PC 1 4.9 03/03 TFA 4.5 5.5 4.9 6.0 ● ● ● ● 建設中

2 7.5 03/03 TFA 3.8 4.8 4.4 5.2 ● ● ● ● 建設中
4 12.9 03/04 TFA 2.9 3.3 3.0 3.6 ● ● ● ● ● 建設中
5 17.0 03/05 TFA 2.3 2.8 2.6 3.0 TFA 1.8 3.2 ● ● ● ● ● 建設中
7 23.0 03/05 TFA 2.1 2.6 2.3 2.9 TFA 1.5 3.8 ● ● ● ● ● 建設中
7 29.7 03/08 ● ● ● ● ● 竣工直後～

GR-01 SRC 6 1 28.5 90.4 79.3 1938 庁舎 ベタ 6.3 洪積 2005 ● ● 免震レトロ前
GR-02 SRC 5 1 22.1 1933 庁舎 ベタ 6.3 洪積 2003 ● 免震レトロ前
GR-03 SRC 13 3 49.6 1966 庁舎 ベタ 18.2 洪積 2003 ● ● 免震レトロ前
GR-04 SRC 8 1 37.0 40.0 75.0 庁舎 洪積 2005 ●
GR-05 SRC 11 2 52.0 25.0 70.0 庁舎 洪積 ● ● ● ●
GR-06 SRC 8 2 29.7 1969-80 庁舎 杭 10.0 洪積 2003 ● 免震レトロ前
HR-01 S 16 4 59.5 1972 事務所 直接 17.5 洪積 2003 RD 0.68 0.68 RD 1.4 1.0
HR-02 S 19 1 75.0 1973 事務所 杭 7.6 23.0 洪積 2002 RD 0.57 0.58 RD 0.9 1.5
HR-03 S 26 3 96.0 1973 事務所 直接 14.5 洪積 2003 RD 0.37 0.43 RD 1.2 2.0
HR-04 S 15 2 52.4 1977 事務所 直接 13.0 洪積 2002 RD 0.78 0.77 RD 1.5 1.2
HR-05 S 17 2 72.2 1984 事務所 直接 15.0 洪積 2002 RD 0.51 0.59 RD 0.5 0.7
HR-06 S 18 2 76.5 1986 事務所 杭 14.1 洪積 2002 RD 0.59 0.62 RD 0.7 0.8
HR-07 S 28 3 109.9 1987 宿泊 直接 17.9 洪積 2003 RD 0.54 0.65 RD 0.8 1.7
HR-08 S 18 1 69.2 1991 事務所 杭 7.7 42.0 洪積 2002 RD 0.51 0.52 RD 1.1 1.6
HR-09 S 15 3 71.4 1993 事務所 直接 22.3 洪積 2003 RD 0.66 0.75 RD 0.6 0.7
HR-10 SRC 23 4 96.8 1994 複合 22.0 洪積 2003 RD 0.52 0.52 RD 1.3 0.9
HR-11 S 51 4 232.6 1997 複合 杭 43.8 洪積 2003 RD RD ●
HR-12 CFT 31 4 132.7 1998 複合 杭 21.4 44.0 洪積 2003 RD 0.34 0.38 RD 0.7 0.6
HR-13 S 18 2 79.3 1999 病院 杭 37.4 洪積 2003 RD RD ● ● ● ● ● 建設中多数
HR-14 S 22 2 101.0 2000 通信 杭 33.0 洪積 2003 RD RD ● 建設中多数
HR-15 S 47 6 247.0 51.2 51.2 2006 複合 杭 29.8 72.8 洪積 04-06 RD 0.19 0.20 RD 0.5 0.5 ● ● ● ● ● 建設中多数
HR-16 S 42 3 180.0 52.1 54.0 2006 事務所 直接 21.1 洪積 05-06 RD 0.31 0.31 RD 0.7 0.7 ● ● ● ● ● 建設中多数
HR-17 S 25 1 114.7 8.2 33.7 2007 事務所 杭 洪積 06-07 ● ● ● ● 建設中多数
ES-01 RC 2 9.0 13.5 60.7 1964 小学校 杭 沖積 1996 TFA 5.1 3.1 6.7 8.4 TFA
ES-02 RC 2 9.0 9.5 56.1 1956 小学校 杭 洪積 1996 TFA 5.8 5.6 7.9 6.2 TFA
ES-03 RC 2 9.7 63.8 小学校 杭 1.1 38.0 洪積 1996 TFA 4.2 4.3 6.1 8.1 TFA
ES-04 RC 2 9.7 36.0 1976 小学校 杭 沖積 1997 TFA 4.1 4.5 9.8 9.8 TFA
ES-05 RC 2 9.7 57.6 1997 小学校 杭 0.9 8.0 沖積 1997 TFA 6.0 5.3 9.3 9.9 TFA
ES-06 RC 2 9.7 56.2 1970 小学校 杭 1.0 5.0 沖積 1997 TFA 7.5 7.3 8.3 9.3 TFA
ES-07 RC 2 12.0 9.7 46.2 　 小学校 杭 洪積 1998 TFA TFA
ES-08 RC 3 9.0 9.7 108.8 1964 小学校 杭 沖積 1996 TFA 4.2 5.8 6.5 6.2 TFA 13.4
ES-09 RC 3 11.3 9.7 46.2 1975 小学校 杭 1.4 7.0 洪積 1997 TFA 7.0 7.0 7.5 7.8 TFA 8.5 10.0 7.0 8.5
ES-10 RC 3 10.0 9.7 61.4 1961 小学校 直接 洪積 1996 TFA 5.8 6.1 6.5 6.5 TFA 8.7 11.7 8.6 6.8

耐震改修前
後

NU-23～26
は隣接棟

NU-14と15
は隣接棟

NU-14

NU-27

NU-22

NU-16

NU-10

NU-11

NU-12

NU-13

NU-05

NU-06

NU-07

NU-09

NU-01

NU-02

NU-03

NU-04

建物状況等
構造
形式

用途
表層
地質

減衰
推定

法

固有振動数(Hz)

連成系 基礎固定

減衰定数(%)
建物
番号

階数
実測
年月長辺

(m)

基準階平面 基礎

深さ(m)
種別

地
上

地
下

竣工年
軒高
(m) 短辺

(m)

固有
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数推
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連成系 基礎固定
強震観測

表１ 常時微動・地震観測対象建物 
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ES-11 RC 3 12.0 9.7 24.6 1973 小学校 直接 洪積 1996 TFA 7.3 6.1 8.2 6.9 TFA 5.6 2.6 12.2 4.6
ES-12 RC 3 9.7 56.2 1975 小学校 杭 1.2 9.0 三紀 1997 TFA 6.8 6.0 7.1 7.1 TFA 8.3 8.1 11.2 6.6
ES-13 RC 3 11.8 9.7 47.2 1976 小学校 杭 1.5 三紀 1997 TFA 7.6 7.3 8.0 8.2 TFA 9.6 11.2 12.7 7.8
ES-14 RC 3 15.0 9.7 39.0 1964 小学校 直接 1.5 沖積 1997 TFA 6.1 6.1 6.7 6.3 TFA 8.3 6.9 10.1
ES-15 RC 3 12.0 9.7 75.9 1960 小学校 直接 洪積 1996 TFA 5.5 6.1 6.9 6.3 TFA 9.5 10.3 9.0 7.0
ES-16 RC 3 11.5 9.7 21.6 1976 小学校 杭 沖積 1996 TFA 6.3 6.5 6.7 7.7 TFA
ES-17 RC 3 15.0 9.7 75.9 1957 小学校 直接 沖積 1996 TFA 5.9 5.0 7.1 5.9 TFA 11.0 9.4 17.5 10.5
ES-18 RC 3 11.9 9.7 49.2 1975 小学校 直接 洪積 1997 TFA 7.0 6.9 7.4 7.3 TFA 5.1 6.9 7.8 5.4
ES-19 RC 3 9.7 57.0 1972 小学校 杭 沖積 1996 TFA 6.3 6.1 6.7 8.8 TFA 12.8 16.1
ES-20 RC 3 9.0 9.7 53.0 1956 小学校 直接 1.2 洪積 1997 TFA 5.5 6.3 6.2 7.0 TFA 13.6 10.9 14.7 9.4
ES-21 RC 3 11.6 9.7 52.3 1974 小学校 杭 1.5 8.0 三紀 1997 TFA 7.0 5.7 7.2 7.1 TFA
ES-22 RC 3 10.0 9.7 81.0 1973 小学校 直接 1.8 洪積 1997 TFA 7.0 7.8 7.0 7.9 TFA 12.8 14.9 12.1 13.0
ES-23 RC 3 9.7 60.8 1957 小学校 直接 洪積 1996 TFA 5.0 6.0 5.7 7.4 TFA 14.0 17.6 17.6 14.8
ES-24 RC 3 10.0 9.7 52.5 1967 小学校 杭 1.2 14.0 沖積 1997 TFA 7.0 7.8 6.9 7.9 TFA
ES-25 RC 3 10.0 9.7 46.8 1955 小学校 直接 1.2 洪積 1996 TFA 5.3 6.2 7.6 6.8 TFA 9.4 20.8 11.3
ES-26 RC 3 10.0 9.7 24.6 1972 小学校 直接 1.2 洪積 1997 TFA 8.1 7.9 8.6 8.2 TFA 10.6 12.1 8.6 6.4
ES-27 RC 3 11.0 10.0 54.7 1981 小学校 杭 沖積 1996 TFA 5.3 5.2 7.0 7.4 TFA 25.1 11.9
ES-28 RC 3 10.0 10.0 54.7 1936 小学校 直接 洪積 1996 TFA 5.1 6.9 6.6 7.1 TFA 12.8 13.8 19.0 10.1
ES-29 RC 3 15.1 75.9 1971 小学校 直接 洪積 1996 TFA 5.9 5.8 6.5 6.9 TFA 11.9 12.9 14.9 11.0
ES-30 RC 3 9.7 30.0 1967 小学校 杭 三紀 1996 TFA 5.1 5.4 5.9 7.0 TFA
ES-31 RC 3 12.0 9.7 43.0 1956 小学校 直接 1.5 洪積 1997 TFA 5.3 5.6 5.5 5.6 TFA 10.2 10.2 13.0 11.3
ES-32 RC 3 11.5 13.3 27.0 1969 小学校 杭 1.1 洪積 1997 TFA 6.6 7.9 7.0 7.9 TFA 8.3 10.3 11.1 8.8
ES-33 RC 3 11.5 9.7 74.4 1973 小学校 杭 三紀 1997 TFA 5.6 5.2 6.5 6.2 TFA 11.1 14.5 12.1 7.6
ES-34 RC 3 12.3 9.7 74.4 1974 小学校 杭 1.3 7.0 沖積 1997 TFA 7.2 7.4 8.3 8.1 TFA 12.1 13.3 16.9 10.4
ES-35 RC 3 12.0 13.7 27.4 1958 小学校 直接 洪積 1996 TFA 4.4 4.4 5.1 5.9 TFA
ES-36 RC 3 9.7 42.0 1974 小学校 杭 三紀 1996 TFA 7.1 6.0 6.7 7.6 TFA
ES-37 RC 3 10.9 9.6 48.5 1968 小学校 直接 1.7 沖積 1997 TFA 5.9 5.7 6.6 6.5 TFA 20.4 12.0 15.3 9.6
ES-38 RC 3 9.0 9.7 79.6 1962 小学校 杭 沖積 1996 TFA 4.4 4.4 6.7 7.7 TFA 14.0 16.7
ES-39 RC 3 9.0 9.7 86.6 1958 小学校 直接 沖積 1996 TFA 5.1 4.8 5.8 5.8 TFA
ES-40 RC 3 9.0 9.7 64.1 1955 小学校 直接 洪積 1996 TFA 4.4 6.4 5.7 7.0 TFA 10.8 12.3
ES-41 RC 3 9.0 9.7 89.7 1958 小学校 杭 沖積 1996 TFA 5.0 5.0 6.2 7.8 TFA 17.0
ES-42 RC 3 12.0 9.7 18.7 1968 小学校 杭 沖積 1996 TFA 6.4 7.0 6.5 7.4 TFA 18.6 12.2 12.6
ES-43 RC 3 9.7 99.6 1974 小学校 杭 沖積 1996 TFA 5.5 6.7 5.7 6.9 TFA
ES-44 RC 3 9.7 43.2 1980 小学校 杭 沖積 1996 TFA 5.9 5.1 8.1 7.6 TFA 11.1
ES-45 RC 3 11.6 9.7 77.6 1974 小学校 杭 1.4 10.0 沖積 1997 TFA 5.6 4.0 6.9 7.2 TFA 11.1 15.3 9.8
ES-46 RC 3 9.7 65.3 1960 小学校 直接 沖積 1996 TFA 3.6 6.1 8.3 7.8 TFA
ES-47 RC 3 9.0 9.5 85.6 1952 小学校 直接 沖積 1996 TFA 4.2 5.3 5.7 7.3 TFA 13.6
ES-48 RC 3 9.7 57.6 1979 小学校 杭 1.4 13.0 沖積 1997 TFA 8.0 6.7 8.7 7.9 TFA
ES-49 RC 3 11.4 9.7 73.0 1958 小学校 直接 1.4 洪積 1997 TFA 4.4 7.1 5.1 8.1 TFA 13.9
ES-50 RC 3 12.0 9.4 67.3 1974 小学校 杭 沖積 1996 TFA 3.5 4.4 6.1 6.8 TFA 14.9
ES-51 RC 3 13.3 100.2 1972 小学校 杭 1.2 4.0 沖積 1996 TFA 6.8 7.9 8.6 8.1 TFA
ES-52 RC 3 12.0 17.4 24.2 1968 小学校 杭 1.2 11.0 沖積 1997 TFA 5.1 5.5 7.5 6.8 TFA
ES-53 RC 3 11.6 9.7 81.7 1974 小学校 杭 1.3 17.0 沖積 1997 TFA 4.8 7.9 6.9 8.1 TFA 19.2 13.7
ES-54 RC 3 9.7 40.2 1972 小学校 杭 沖積 1996 TFA 4.5 4.6 5.9 7.9 TFA
ES-55 RC 3 11.0 13.6 58.8 1971 小学校 杭 沖積 1996 TFA 6.7 5.4 8.2 8.0 TFA
ES-56 RC 3 11.0 9.3 36.0 1962 小学校 杭 沖積 1996 TFA 4.4 3.6 8.0 4.1 TFA 8.2 11.0
ES-57 RC 3 11.0 9.6 58.7 1962 小学校 杭 沖積 1996 TFA 4.4 4.7 8.7 8.9 TFA
ES-58 RC 3 10.0 9.6 48.5 1970 小学校 杭 沖積 1996 TFA 4.2 4.4 6.9 8.5 TFA
ES-59 RC 3 9.0 9.7 60.6 1958 小学校 直接 洪積 1996 TFA 4.8 5.4 5.8 8.4 TFA
ES-60 RC 3 9.7 32.6 1961 小学校 杭 沖積 1996 TFA 4.5 4.3 5.9 6.8 TFA
ES-61 RC 3 11.5 9.7 51.8 1976 小学校 直接 沖積 1996 TFA 4.1 3.3 6.0 7.3 TFA
ES-62 RC 3 9.7 43.8 1962 小学校 杭 沖積 1996 TFA 4.3 5.7 5.4 7.7 TFA
ES-63 RC 3 12.2 9.7 23.0 1967 小学校 直接 1.5 三紀 1997 TFA 4.6 4.7 6.5 5.6 TFA
ES-64 RC 3 11.5 9.7 93.1 1978 小学校 杭 1.2 10.0 沖積 1997 TFA 6.4 9.9 8.2 9.9 TFA
ES-65 RC 3 11.6 9.7 66.6 1975 小学校 杭 1.4 16.0 沖積 1997 TFA 4.8 5.2 6.6 9.1 TFA
ES-66 RC 3 11.6 9.7 30.9 1976 小学校 杭 1.3 14.0 沖積 1997 TFA 5.4 6.7 9.7 9.2 TFA
ES-67 RC 3 11.5 9.7 95.5 1966 小学校 直接 1.2 洪積 1997 TFA 5.9 7.5 6.5 7.9 TFA
ES-68 RC 3 11.6 9.7 30.0 1978 小学校 杭 1.2 13.0 沖積 1997 TFA 6.3 6.8 6.5 7.1 TFA
ES-69 RC 3 11.5 9.7 77.4 1967 小学校 杭 1.2 4.0 沖積 1997 TFA 6.7 6.8 6.3 7.0 TFA
ES-70 RC 3 11.2 9.7 52.3 1966 小学校 杭 1.2 12.0 沖積 1997 TFA 5.1 5.9 5.7 7.4 TFA
ES-71 RC 3 11.0 9.7 44.4 1961 小学校 杭 1.2 5.0 沖積 1997 TFA 4.8 6.1 5.8 7.2 TFA
ES-72 RC 3 11.5 9.4 46.2 1975 小学校 杭 洪積 1997 TFA 4.9 7.7 5.6 9.8 TFA
ES-73 RC 3 11.9 9.5 27.4 1968 小学校 杭 1.2 5.6 沖積 1997 TFA 4.8 6.3 5.0 9.9 TFA
ES-74 RC 3 9.7 45.0 1972 小学校 杭 三紀 1997 TFA 6.6 4.7 6.7 5.9 TFA
ES-75 RC 3 15.1 9.7 26.4 1968 小学校 杭 7.0 三紀 1997 TFA 5.9 6.3 8.3 6.6 TFA
ES-76 RC 3 12.0 9.7 41.2 小学校 杭 洪積 1998 TFA TFA
ES-77 RC 4 9.7 52.0 1964 小学校 直接 洪積 1996 TFA 4.9 5.1 5.6 5.6 TFA 3.6 4.0 4.5
ES-78 RC 4 15.2 9.7 88.4 1973 小学校 杭 1.2 15.0 洪積 1997 TFA 5.1 5.5 5.4 5.8 TFA 8.8 14.9 8.3 7.2
ES-79 RC 4 15.2 9.7 31.2 1972 小学校 杭 1.3 13.0 洪積 1997 TFA 6.9 6.5 7.3 6.8 TFA 7.5 11.8 7.0 9.2
ES-80 RC 4 9.7 99.4 1973 小学校 杭 洪積 1996 TFA 5.5 5.7 5.9 6.1 TFA 7.1 7.2 7.0 6.0
ES-81 RC 4 15.0 9.4 94.5 1964 小学校 杭 沖積 1996 TFA 4.5 5.2 4.5 6.0 TFA 14.8 17.5 15.8 14.1
ES-82 RC 4 18.0 9.7 48.0 1974 小学校 杭 沖積 1996 TFA 3.9 4.5 5.1 6.2 TFA 18.4 17.4 13.2
ES-83 RC 4 9.7 52.2 1974 小学校 杭 沖積 1996 TFA 5.9 6.5 6.2 7.4 TFA 9.7 6.6 8.2
ES-84 RC 4 12.0 13.7 63.8 1959 小学校 直接 洪積 1996 TFA 3.7 4.6 3.8 4.8 TFA
ES-85 RC 4 15.2 16.9 82.8 1973 小学校 杭 1.4 10.0 沖積 1997 TFA 6.5 5.8 7.1 6.5 TFA
ES-86 RC 4 15.1 16.9 95.4 1972 小学校 杭 三紀 1997 TFA 5.0 4.9 6.7 5.6 TFA 4.9
ES-87 RC 4 15.2 9.7 106.2 1973 小学校 杭 1.4 13.0 沖積 1997 TFA 5.1 6.0 5.3 6.0 TFA 7.9 8.8
ES-88 RC 4 14.6 9.7 61.2 1975 小学校 杭 1.5 33.0 沖積 1997 TFA 4.2 5.7 4.7 5.4 TFA
ES-89 RC 4 15.0 13.2 76.2 1973 小学校 杭 沖積 1996 TFA 4.9 5.2 5.0 8.4 TFA
ES-90 RC 4 15.0 9.7 22.5 1981 小学校 杭 1.3 沖積 1997 TFA 4.5 4.2 5.5 7.7 TFA
ES-91 RC 4 15.2 9.7 28.8 1970 小学校 杭 1.1 沖積 1997 TFA 5.3 5.8 5.3 8.7 TFA
ES-92 RC 4 12.0 9.7 42.0 小学校 杭 洪積 1998
BI-01 RC 4 15.7 12.1 26.5 1998 事務所 杭 4.3 1.5-23 洪積 ● ● ● ● ● ●

RC 3 事務所 杭
RC 4 事務所 杭 ● ●
RC 4 2003 事務所 杭 ● ● ●

BI-03 RC 10 3 41.5 24.0 104.0 1964-03 庁舎 ベタ 14.0 洪積 ● 免震レトロ後
BI-04 RC 7 3 33.2 50.4 117.0 2005 病院 杭 16.8 48.5 洪積 ● ● ● ● ● ● ●
HS-01 S 3 住宅 直接
HS-02 S 2 1997 住宅 直接
HS-03 S 2 住宅 直接 ● ● ●
HS-04 S 2 住宅 直接 ● ●
HS-05 W 2 2003 住宅 直接 取り壊し時
HS-06 W 2 2003 住宅 直接 取り壊し時
TP-01 W 1 14.2 1898 社寺 直接 洪積 2002 TFA 1.7 1.9 TFA 1.9 1.6 各種実験
TP-02 W 1 12.7 1848 社寺 直接 洪積 2002 TFA 1.6 1.4 TFA 2.3 2.5 各種実験
TP-03 W 1 11.5 1881 社寺 直接 洪積 2005 TFA 2.1 2.3 TFA 1.6 1.7 ● ● 各種実験
TP-04 W 1 11.8 1801 社寺 直接 沖積 2005 TFA 2.0 1.6 TFA 1.7 0.2 各種実験
TP-05 W 1 13.2 1769 社寺 直接 沖積 2005 TFA 2.3 2.7 TFA 2.8 3.5 各種実験
TP-06 W 1 7.6 2005 社寺 直接 洪積 2005 TFA 5.0 TFA 1.6 各種実験

建物記号　NU:名古屋大学関係建物、GR:庁舎建物、HR:高層・超高層建物、ES:小学校、BI:免震建物、HS:戸建住宅、TP:社寺建築。
構造形式　RC:鉄筋コンクリート造、S:鉄骨造、SRC:鉄骨鉄筋コンクリート造、PCaPC:プレキャスト・プレストレスドコンクリート造、W:木造、M:混構造。
固有周期・減衰定数の評価手法　TF：伝達関数、TFA：伝達関数振幅に対して1自由度または多自由度の理論伝達関数で最適化（カーブフィット）する。
強震観測設置状況　RF:屋上あるいは上階、1F:１階あるいは最下階、GL:地表、UG:地中、R:ロッキング、T:ねじれ、O:その他。

BI-02
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表１ 常時微動・地震観測対象建物（続き） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建物記号　NU:名古屋大学関係建物、GR:庁舎建物、HR:高層・超高層建物、ES:小学校、BI:免震建物、HS:戸建住宅、TP:社寺建築。
構造形式　RC:鉄筋コンクリート造、S:鉄骨造、SRC:鉄骨鉄筋コンクリート造、PCaPC:プレキャスト・プレストレスドコンクリート造、W:木造、M:混構造。
固有周期・減衰定数の評価手法　TF：伝達関数、TFA：伝達関数振幅に対して1自由度または多自由度の理論伝達関数で最適化（カーブフィット）する。
強震観測設置状況　RF:屋上あるいは上階、1F:１階あるいは最下階、GL:地表、UG:地中、R:ロッキング、T:ねじれ、O:その他。
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3. 評価すべき実構造物の応答特性と高密度強震観測の重要性 

 

3.1 慣性の相互作用による固有振動数低下と減衰増大の特性 

慣性の相互作用について、地盤ばね（インピーダンス）を地震や常時微動の観測から同定すること

は容易ではないが、相互作用の影響による地盤－建物連成系の固有振動数や減衰の変化は観測記録か

ら求めることができる。中低層建物による観測例からは、固有振動数の低下と減衰の増大が確認され、

その効果は一般に建物高さや剛性・形状、基礎構造、地盤剛性などの影響を受けている 3)-6)。この効果

をなるべく分離して評価するためには、多様な建物における多数の観測記録が必要である。一方で、

先に述べたように、建設中に階数の増加に従って観測を繰り返せば、同一の地盤・基礎条件で建物階

数のみが変化する場合の特性の変化が得られる 7)。図２に上部構造形式の異なる３棟（NU-16,22,27）
について建設中の常時微動特性の変化を示す。相互作用系では基礎固定系に比べて固有振動数が低く、

減衰も大きめの傾向があり、その影響は低層時で大きく階数の増加に伴って減少すること、基礎・地

盤に比して上部構造の剛性の大きい PCaPC（プレキャスト・プレストレストコンクリート）造や SRC
造建物で相互作用の影響が大きいことなどがわかる。逆に、公団住宅や小学校など上部構造の規模・

構造が比較的共通な建物群の計測・分析から地盤・基礎条件の影響を分離した研究もある 8), 9)。 
これらの観測では、相互作用系の固有振動数、減衰、モード形の評価のためにスウェイ・ロッキン

グが重要である。このためには、建物の頂部(RF)、基部(1F)、および地盤地表(GL)の観測が最低限必要

であり、さらに基部両端の上下動から求めたロッキング(θ)が必要となる。RF/GL の伝達関数から相互

作用系の特性、RF/1F からスウェイ固定系の特性、そして RF/(1F+Hθ)からはロッキングも固定した基

礎固定系の性質が得られる（H は建物の有効高さ）。表１では、連成系と基礎固定系について固有振動

数と減衰定数を表示しているが、これらの基礎固定系の多くはスウェイ固定系を表示している。ロッ

キングも固定した伝達関数は不安定になる場合もあり、この場合は伝達関数の振幅のみを用いてカー

ブフィットを行うことも多い。常時微動においては、表面波に起因する回転入力により基礎固定系の

伝達関数の推定が困難になることがあり 10), 11)、この意味でもロッキングを計測する必要性は大きい。 
 動的相互作用の影響が大きい中低層建物では、建物の弾性変形率に比べてスウェイ・ロッキング率

が大きくなる。一般にこれらの指標は１次固有振動数付近で算出するが、入力の卓越振動数が異なる

ことを考慮して、振動数の関数としてスウェイ・ロッキング率および弾性変形率を表示してみると、

振動数の上昇とともに弾性変形の割合が増加する 12)。すなわち、地震動の卓越振動数によって上部構

造のモード形や応答増幅率が変動する。屋上／地盤の最大加速度比を様々な建物で計算してみると、

入力地震動の卓越振動数成分によって応答増幅効果にかなりの変動が見られ、同一の地盤・建物でも

地震動によって変動があることから、建物と地盤の固有周期の関係だけでは応答増幅特性を表せない

こともわかる。またスウェイ・ロッキングにより、上部構造の地震力分布は基礎固定時のそれとは異

なることになり、この効果を耐震設計時の地震力分布の設定に際して考慮すべきであることも言える。 
 

3.2 入力の相互作用による有効入力動の特性 

入力の相互作用の指標である基礎入力動は無質量剛基礎の応答であるため、振動観測から直接求め

ることはできず、上部構造が存在した状態の基礎の応答である有効入力動が観測される。安井ら 13)に

よれば兵庫県南部地震において観測された建物基礎と地表の最大値の関係から、地表に比べて加速度

で約 3 割、速度で約 1 割の有効入力動の低減（入力損失）が得られている。 
 入力の相互作用効果は、基礎半幅 B と地盤のせん断波速度 Vs による無次元化振動数 a0=2πfB/Vs の関

数で表現され、高振動数ほど入力が減少する。図３の建設中建物（NU-16,22,27）における常時微動観

測結果では、地盤条件と建物の平面規模がほぼ同様の場合は無次元化振動数もほぼ同様のため有効入

力動の傾向が類似していること、階数により有効入力動の高振動数での減少傾向は変化しないこと、

上部構造物の固有振動数付近で影響が見られ、上部の剛性が相対的に大きい建物で顕著であること、

などが読み取れる。また、平面規模・地盤条件の異なる建物の比較では、平面規模の大きな建物ほど
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無次元化振動数も大きくなり、有効入力動が低減する。地盤と基礎の最大応答の比較では、入力地震

動の卓越振動数が高いほど有効入力の低減が顕著になるが、上部構造物の固有振動数に近い卓越振動

数を持つ入力ではばらつきが大きく、上部構造物の慣性力によりむしろ増幅するケースもある。さら

に隣接棟がある場合には、質量の大きい建物に隣接する小建物の入力が増加することもある 12)。  
このように、入力の相互作用による入力低減効果は、建物規模と地盤の関係の他に入力地震動の周

波数特性や周辺建物などにも左右され、地震によるばらつきもかなり大きいため、設計においてこの

効果を一般的に地震荷重の低減に結びつけることには慎重であるべきと考えられる。大レベルの応答

において基礎が地盤から浮き上がることにより入力が低減された可能性について検討例 14)がある。顕

著な非線形特性によるエネルギー吸収と減衰増大の効果は現象としては予想されるが、観測による直

接的な検証は十分なされていない。 
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図２ ３建物の建設段階における固有振動特性の変化（常時微動） 
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図３ ３建物の建設段階における有効入力動の変化（常時微動、▽は連成系の固有振動数）
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3.3 減衰定数 

 中層～高層の S 造建物では上部構造が柔で内部減衰も少なく、比較的良好な地盤に建設された場合

は特に相互作用の影響が少なく、連成系の減衰が小さい場合が多い。たとえば文献 15)のデータベース

では高さ 50m 以上・1 次固有周期 1 秒以上の S 造建物の半数近くが 1%以下の減衰しかなく、0.5%程度

の建物も少なくない。RC 系でも階数の多いものでは 1%以下の場合もある。固有周期が長くて低減衰

の建物では共振による応答の成長に時間がかかり、大レベルの応答が長時間にわたって継続する可能

性がある。特に規模の大きな地震では地震動の長周期成分が卓越し、かつ継続時間も分のオーダーま

で長くなることから、長周期・低減衰建物の応答解析は十分長い継続時間について検討することが不

可欠である。従来の超高層建物等の設計における応答解析の時間長はせいぜい数 10 秒であり、最もク

リティカルな海溝型の大規模地震に対しては決して十分とはいえない。 
 図４に 18 階建て S 造建物（HR-13）の建設時の地震応答を示す。これらは 3.1～3.2 で述べた動的相

互作用の観点から重要な情報を与えており、建物が高くなるほど固有振動数が低下し、低減衰となっ

ているため、上部の応答は増幅し、かつ長時間にわたって継続している。低減衰系において複数の固

有振動数が近接する場合（フレーム構造で水平 2 方向の特性が類似の場合など）には、モード間カッ

プリングによりうなりが生じることが多く、近接固有値の影響を考慮した分析手法を用いないと、減

衰評価に大きな影響を及ぼす。また、遠方の地震などで低レベルながら長周期で継続時間が長い入力

がある場合などは、地盤や 1 階の加速度成分でストップトリガをかけると、上部構造物が大きく共振

する応答の後半部分が記録されないこともあるため、観測トリガや記録時間の設定が重要となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図４ 18 階建て S造建物（HR-13）の建設時の強震観測 

 

3.4 隣接建屋間相互作用 

 地盤を介した隣接建屋間相互作用は、主に規模の大きい原子力施設で検討されてきた。しかし都市

域のように密集して多数の建物が存在する場合には、一般の建物でも隣接する建物間の相互作用の影

響が無視できず、単独建物の特性に基づく入力評価や応答推定の適用には注意が必要である 16)。この

ような効果により入力や応答が増加するか減少するかは場合により異なるが、特に大規模な建物に隣
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接する小規模建物の場合に影響が大きく 12)、入力が増加する可能性もあり、上部構造の衝突問題など

も含めて、単独建物としての評価が全く意味をなさないことも考えられる。 
 図５は、S 造 10 階建ての既存建物（NU-22）の振動特性が、周囲の増築棟（NU-23～26）の建設過

程でどのように変化するかを常時微動観測等で検討したものである。(a)～(c)に示すように北側の既存

棟の西・南・東に隣接棟が建設された。(d)は増築棟の建設前後での既存棟の伝達関数の変化であり、

建設前 27、建設後 18 の小地震記録（応答 10gal 以下）の平均から求めた。5Hz 付近の３次モードより

高振動数で差異が見られる。(e)～(g)は、このうち SRC 造（梁 S）7 階の西棟と RC 造の中棟の建設過

程における常時微動と地震の連続観測結果である。固有振動数は東西方向の 2 次、減衰については NS
方向の 2 次・3 次などで、中棟の地下掘削が進む 2003/4 頃を境に性質が変化している傾向がある。 
 このような特性の解明のためには、周辺地盤も含めた面的な高密度観測が要求されるため、強震観

測だけでなく常時微動や強制振動実験などの併用が実際的である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 周辺増築棟（NU-23～26）の建設による S造 10 階建て既存棟（NU-22）の振動特性の変化 
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3.5 立体振動特性 

 中低層建物は複雑な形状を持つ場合が少なくない。一般的な一本棒モデルへの置換が不適切になる

場合として、各階平面内において剛心と重心が食い違う場合のねじれ応答の問題がある。また特に細

長い平面形状の場合には、床面が面内で弓形に変形するモードが卓越することが知られている。図６

は 10階建て SRC造建物（NU-16）の平面増築前後の常時微動観測による立体振動の応答モードを示す。

増築前は L 字型の平面形状で、複雑なねじれ挙動と床の面内変形が観測されており、さらにウイング

部の増築により対称軸を持つコ型平面になった後も、東西のウィングが開閉するような新たな床面内

変形モードが無視できない大きさで生じている 17)。１階床面における常時微動の上下動からは基礎版

の面外変形も確認されている 18)。 
 

図６ 不整形な平面を持つ SRC 造 10 階建て建物（NU-16）の増築前後の常時微動立体モードの変化 

 

このように不整形な形状の多い中低層建物では、構造的に明快な高層建物などよりはるかに複雑な

立体振動性状を示し、しかも建物個別に異なる性状を適切に評価することは容易でない。また平面形

状によって程度は異なるが、設計で仮定している面内剛床は保たれていない可能性があることにも留

意すべきである。これらの検討のためには各階に１カ所の観測点では不足であり、より高密度な観測

が必要となる。高密度常時微動計測により応答モードの概要を把握したうえで、必要な強震観測計画
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を立てることが現実的であろう。また、得られた応答モード特性を解析による固有モードと比較する

ことで、床剛性などのモデル化の妥当性の検証を行う必要もある。 
図面の上では整形な建物であっても、必ずしも立体振動性状が明快とは限らない。図７は長方形平

面の整形な建物（NU-27）の常時微動立体振動の観測例であり、強震観測システムを常時モニタリング

としても利用している。(b)に示すようなモニタ画面により立体応答モードの動きを監視していると、

整形な建物であってもねじれや床変形などのモードが時刻により明確に現れ、複雑であることがわか

る。図のようなねじれが卓越するモードは常時微動時には頻繁に現れているが、これは風などによる

入力の特性も影響しており、地震時との比較が重要である。常時モニタリングと立体表示は、このよ

うな特性の発見に使えると同時に、(c)のように環境モニタリングシステムの一部として動作しており、

研究者・技術者のみならず一般に建物振動に関する啓発を行うことも試みている 19)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 整形な PCaPC 造 7階建て建物（NU-27）の立体振動常時モニタリング 

 

3.6 二次部材の影響 

 常時微動や小地震の観測結果では、固有振動数が設計時の解析値よりかなり高めになる傾向がある。

この原因として、振動モデルの作成に当たって腰壁・垂壁・袖壁などの剛性が評価されていないこと

が考えられる。試みに 10 階建て SRC 建物（NU-16）のフレームについて FEM により剛性を評価して

みたところ、純フレームに対して耐震壁付きフレームの剛性が 10 倍以上となり、一方、腰壁・袖壁が

ついたフレームでも 4 倍程度とかなり大きくなった 20)。この腰壁・袖壁付きフレームの剛性を考慮し

て全体フレームの固有振動数をモデルから計算すると、実測値にかなり近い値となる。このように、

一般的なモデル化では十分考慮されていない腰壁・垂壁・袖壁などの二次部材は、大変形時の耐力と

してはさほど効いていないとしても、フレーム剛性で数倍の差を生じ、固有振動数や応答に及ぼす影

響が大きいことに留意すべきである。 
鉄骨住宅などではさらに軽微な間仕切や仕上などの二次部材も固有振動数・減衰両面で顕著に影響

し、建設段階ごとに振動特性が激変する 21)-23)（HS-01～04）。このような二次部材の影響の把握には、

実測値だけでなく建物概要および設計時の検討値を参照することが必要であり、これらの情報を実測

データと同時に使用できることが望ましい。 
 

3.7 振幅依存性・非線形性 

 振幅レベルの増大に伴い、建物の固有振動数の低下と減衰の増大が生じる。この変化は比較的小さ

な振幅では可逆的であり、常時微動と地震時特性の関係を考察する際などに有用である。応答振幅が

ある程度大きくなると、構造体の損傷による剛性低下のため不可逆的な固有振動数の低下が生じる。

(a)観測点配置     (b)ねじれが卓越するケース    (c)環境モニタリング画面 
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構造体に顕著な損傷を受けるほどの地震応答記録が観測された例はさほど多くはない。宮城県沖地震

の東北大学建設系 24), 25)、三陸はるか沖地震の八戸工業大学 26)はいずれも 1G あるいは数 100gal の応答

で顕著な被害を受け、固有振動数で 1/2～1/1.5、剛性で 1/4～1/2 となっている。このような記録は、動

的相互作用や立体振動などあらゆる面から検討を加えて地震荷重の設定に活用すべきであろう。 
 またこれほどの大レベル応答でなくても、地震を経験するごとに構造体は多少なりとも損傷を受け、

さらに長期間にわたる劣化も加わって振動特性は変化していく 24)。このような記録群の周期等から建

物の損傷劣化評価を行うことも必要である。ある程度以上の振幅の地震に限れば比較的安価な強震計

でも観測可能であり、その代わりに設置対象建物の著しい増加が望まれる。 
 

4. 地盤・建物系振動観測およびデータ処理における問題点と対処 

 

4.1 強震計の設置条件による影響 

 地盤の地震動を観測する目的で設置された地震計において、設置条件によっては希望する特性とは

異なる影響を受けている場合がある 27)。すなわち、地盤に直接設置する場合でも何らかの地震計基礎

は必要であり、基礎と地盤の相互作用により何らかの影響は避けられない。また、建物間相互作用か

らもわかるように、規模の大きい建物の近くの地表では、建物の影響を受けている可能性がある。た

とえば K-NET では統一的な基準を定めて地震計基礎を設置するなど配慮がなされている。一方、全国

の各市町村に設置されている計測震度計などでは、場所の制約や管理の都合などから、規模の大きい

庁舎建物の近傍、あるいは建物の１階に設置されている場合も多い。 
 図８に、様々な構造、規模の建物における地表最大加速度（PGA）と建物１階最大加速度（PBA、B
は Base の意）の関係を多数の地震記録について示す 28)。これは 3.2 節で扱った入力の相互作用であり、

平面規模の大きい建物ほど１階の応答が小さくなる入力損失の傾向が現れている。図９には図３と同

様の１階と地表の伝達関数を複数の建物で求めている。これらから、上部建物の影響（慣性の相互作

用）により、特定の周波数帯域では増幅する場合もありうる。また⑤のように、規模の大きい建物④

に隣接する場合には、その固有振動数の影響を受けて増幅することもある。図９からはさらに、地震

時の観測状況の特性を常時微動でおおむね評価できることも確認できる。 
以上の状況を念頭に、実際に建物内・建物近傍に設置された震度計の観測値を地表記録と比較して、

設置条件の検討を行った例を示す。図 10(a)は検討を行った地震計の設置位置を示しており、震度計１

は地上 8 階地下 1 階 SRC 造建物（GR-04）の地下１階ドライエリア、震度計２は地上 6 階地下 1 階 RC
造建物（GR-01）の地下 1 階に設置されている。比較対象の地表地震計は、地上 11 階地下 2 階 SRC 造 

 

図８ 地表（PGA）と１階（PBA）の最大加速度の関係 
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図９ 地震と常時微動による入力評価の相違（1F/GL、▽は連成系の固有振動数、黒：地震、橙：微動） 

  
建物（GR-05）から約 20m の位置にある。これらの建物は 500m 程度の範囲内にあり、地盤条件はほぼ

共通である。(b)は地表の計測震度に対する震度計１・２の計測震度を複数の地震で比較した結果であ

る。回帰直線の傾きはほぼ１で、y 切片（地表に対する建物内震度の低下分）は震度計１で-0.06、震度

計２で-0.15 程度、最も差が大きい地震で-0.5 程度となっている。文献 13)によれば地表に対して建物内

で最大加速度が 0.7 倍、最大速度が 0.9 倍程度とされており、計測震度がおおむね加速度と速度の積の

対数になるとして建物内の計測震度の低下を概算すると log10(0.7*0.9)≒ -0.2 程度となって、実測結果

とほぼ対応する。また地震規模や震度による相違はこの図からは明確でない。 
 図 11 に建物内と地盤の最大加速度の比と最大速度の比を、入力の周波数特性を表す等価卓越振動数

（最大加速度比では PGA/PGV/2π、最大速度比では PGV/PGD/2π、ただし PGA, PGV, PGD はそれぞれ

地表最大加速度、速度、変位）との関係で示す。これにより、入力の短周期成分が卓越する場合ほど

建物内の低下が大きいこと、加速度比の EW に見られるように、建物により東西方向の特性が異なる

ことなどがわかる。これは観測点と建物との位置関係が影響していると考えられる。図 12 では震度計

２について、常時微動による建物内／地表のスペクトル比を地震時と比較している。EW 方向で傾向が

異なること、上部構造の影響が地震時のほうが大きいことなどが異なるが、図９ともあわせて、ある

程度は地震時特性を常時微動から推定できることがわかる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)観測点と建物の概要           (b)設置位置による計測震度の変化 

図１０ 観測位置・条件による計測震度への影響 
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図１１ 建物内と地盤の最大加速度・最大速度比と地震動の等価卓越振動数との関係 

 

 

 

 

 

 

 

図１２ 地震時と微動における地表と建物内のスペクトル比（震度計２） 

 

4.2 建設中の建物における観測技術 

 ２章で述べた戦略的観測を支える技術として、建設中の建物における強震観測は重要である。常時

微動や起振機実験など臨時の振動実験であれば、その際だけ多数の機材を投入することができるが、

継続的な強震観測では本設の場合に比べて制限が多い。具体的には、常時通電された AC 電源の確保

が困難なこと、工事現場での作業等によるノイズや誤トリガ、さらには直接的な衝撃による損傷など

の障害があること、作業状況に応じて設置場所が限定され、また施工の進行に伴って上層階へ移動さ

せる必要があること、多点のセンサーの同期や時刻精度の確保のための GPS アンテナの配線が困難な

こと、そしてリモートのデータ回収やメンテナンスの通信配線が困難なことなどである。 
 図 13 に建設現場での観測システムを示す。写真は HR-13 建設時の設置状況である。リモートでデー

タ回収とメンテナンスを行うために LAN ケーブルを配線してサブネット化を行っている。強震計は、

最近では IP 接続機能を最初から備えた製品もあるが、従来型であってもシリアルポートをイーサネッ

トに変換するアダプタを用いて LAN 接続可能である。サブネット上では外部との通信を行う PC と接

続し、ADSL 等によりインターネットを介して遠隔操作・管理を行う。時刻同期は図 13 のように各強

震計に GPS を接続するか、あるいは時刻同期ケーブルで強震計間を接続しても良い。同様にトリガ同

期信号用のケーブルも各強震計の間に配線する。すなわち電源、LAN、同期ケーブルを各観測点に準

備すればよく、現場配線作業は可能な場合が多い。実際には施工担当の電気工事会社と連携して工事

の進捗に伴う盛り換えなどにも対応している。電源は自動車用バッテリーを使用し、DC 入力がない地

震計の場合は DC-AC コンバータを用いる。現場での衝撃等に関しては、強震計本体も強靭で防滴性能

を備えたものが多いが、金属あるいはプラスチックの簡易なカバーを設置することが一般的である。 
トリガ設定については、一般の強震観測に比べて、工事による誤トリガでメモリを圧迫しないため

の配慮が必要である。具体的には、ノイズの影響を受けにくい建物下部で敏感な共通スタートトリガ

を設定しておき、上部観測点はスタートトリガレベルをある程度高くして、大きな応答時に万一共通

トリガがかからない場合には個別に起動するようにする。特に 3.4 で扱ったような長周期低減衰建物で
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はストップトリガと最低記録時間長の設定も重要になる。なお、現在ではメモリ容量に十分余裕があ

るため、工事による誤トリガも情報として活用するつもりで、敏感なトリガ設定とすることが多い。 
 
 
 
 
 

 

 

  

現場に対応した観測体制        GPS アンテナの例     設置状況の例 

図１３ 建設現場における振動計測の配線と設置状況 

 

4.3 センサーの新展開や他の情報とのリンク 

 戦略的な高密度強震観測を推進すると同時に、多様な特性を持つ多数の一般的な観測対象、たとえ

ば中低層建物や住宅などについて、観測体制を整備することが必須である。そのためには必要十分な

精度で低コストの強震計が必要となる。すでに、半導体加速度センサーに記録装置、震度演算機能、

ネットワーク接続機能、連動機能、時刻校正機能などを組み合わせてコンパクトな筐体に収めた廉価

強震計を開発している。従来より一桁安価で、必要な振動レベルと周波数範囲で十分な精度を持って

おり、これにより高密度の観測体制を安価に構築できれば、新たな知見にもつながる。 
 さらに、ネットワーク接続された地震計による常時振動モニタリング、ネットワークカメラや気象

情報など各種センサーとの統合、さらに緊急地震速報などとの連携も考えられる。環境モニタリング

や防災・防犯などの新たな機能を統合することにより、強震観測の質と量の向上につながる。図 14 お

よび先に示した図７(c)は構築したシステムの実例である 19)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   緊急地震速報画面      警報用信号灯        ネットワークカメラ一式 

図１４ 強震観測を含む統合モニタリングシステムの例 

振動・映像モニタリング 

ネットワークカメラによる多地点監視画面 
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4.4 観測記録の蓄積・整理と公開 

多数の建物での高密度強震観測体制が充実すると、それに伴ってデータ量が飛躍的に増大し、情報

の整理、維持管理に多大な労力を要するようになる。機関で保有する観測成果を、地盤、建物、地震

に関する情報とともに整理する必要があり、このための一形式としてウェブインターフェイスによる

データベースを開発している。 
多くの機関が保有する記録をなるべく共通に整理・活用する手段としては、データを一元化して発

信するタイプと、各機関が共通の形式でそれぞれデータ公開するタイプが考えられる。建物の強震観

測は民間が主であり、個別性が高いことから、後者が有用と考えられる。一定のひな形に各機関がな

るべく従って公開する枠組みができれば、ネットワーク上の分散型データベースへの発展が期待でき

る。観測記録は、ある程度まとまったデータベースとなることによりその有用性が飛躍的に高まる。

地盤強震観測では集約の効果が比較的わかりやすいが、建物では個々に異なるため工夫が必要である。 
 ここでは共通のデータ公開を行うために構築したウェブシステムの例を示す 29)。建物の強震記録を

有効活用するためには、建物や地盤に関する詳細情報、観測機器の特性なども加えて一元化すること

が重要である。大学の建物を対象としているため民間に比べて制約は少なく、可能な限りの情報をデ

ータベース化しているが、実際には状況により部分的に公開することも想定されている。一方データ

所有機関にとっては非公開資料も含めて一元化することにより情報管理の手間を省くことが大きな利

点となる。現状は、個別の機関では人手不足などによりデータ処理・整理・分析などの有効利用が難

しくなっており、情報整理に伴う省力化が情報公開へのインセンティブとなることも期待している。

具体的なウェブ画面例を図 15 に示す。開発したウェブシステムは、将来的に多数の機関により共通性

の高いデータ公開のために活用されることを意図（期待）して作成されており、希望者にはソースを

を提供するなどにより展開を図ることを考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１５ 建物強震観測データの整理・公開のためのウェブシステム 
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5. 結論 

 

 本論では、地盤・建物系の高密度強震観測により明らかにすべき構造物の動的特性を整理し、その

ために必要な観測体制の構築や観測・分析の要点を検討することで、地盤建物系の特性把握のための

観測の要点をまとめて提示した。その際に名古屋大学で行った 150 以上の建物の振動実測・強震観測

結果から具体例を示し、一連の観測内容・観測手法の発展・展開の過程で地盤・建物系の振動実測の

方法論の構築につながっていることを述べている。結果として、少数の建物に関する系統的な観測か

ら最大限の特性を分離して検討する一連の観測プログラムを構築し、本論文ではこれを「戦略的強震

観測」と呼んでいる。 
本論で示した観測の要点と知見をまとめると以下の通りである。 

1) 構造物と地盤の動的相互作用について、慣性の相互作用については連成系と基礎固定系の固有振動

数と減衰定数から、入力の相互作用を有効入力動の特性から考察した（3.1、3.2 節）。この際に、建

設中の建物の連続観測により地盤と基礎の条件をほぼそろえて上部構造のみ異なる比較を行い、さ

らに同一敷地で地盤条件が類似で上部構造が異なる例、上部構造が共通で地盤・基礎が異なる例な

どの一連の比較により、動的相互作用の特性を評価できることを示している。また、重要なパラメ

ータとしてスウェイ・ロッキングの観測の必要性と、それらを考慮した伝達関数の有用性を示した。 
2) 構造物の減衰定数について、特に減衰の小さい中層～高層の S 造建物の地震応答特性を通して考察

した。また長時間継続する応答の特性を確実に観測し、水平２方向で近接する固有振動数を適切に

評価する分析法を導入する重要性を示した（3.3 節）。 
3) 隣接する建物の相互作用特性について、既存棟の周辺に隣接棟が建設される際の連続観測により影

響を考察した（3.4 節）。都市域に密集する建物群では隣接棟の影響は避けられず、特に規模（質量）

の大きい構造物に隣接する小規模構造物の入力特性などに影響が大きいことを指摘し、それを検出

するための双方の建物の観測体制の必要性を述べた。 
4) 上部構造の複雑な立体振動特性を把握するための観測体制と応答モードの特性について明らかにし

た（3.5 節）。特に中低層建物は個別に異なる不整形性を持つため応答モード特性が複雑なこと、床

の面内・面外変形の影響がモードと固有振動数によっては無視できないこと、整形な建物でも入力

の影響などでねじれが卓越することを示し、多点観測体制の有効性を述べている。さらに二次部材

の影響や非線形性により振幅依存性がある場合の注意点をまとめている（3.6、3.7 節）。 
5) 強震計・震度計の設置条件の影響として、規模の大きい建物の内部あるいは近傍に設置された計測

震度計を近傍の地表観測点と比較検討した（4.1 節）。結果として震度にして 0.1～0.2 程度の系統的

な相違が生じうること、これは一般的な有効入力動の低減から予測される範囲であることを示し、

震度計の設置条件の影響について考察した。 
6) 本論文の重要な観測方法である建設中の連続強震観測について、機材の設置や観測時の各種設定に

ついてまとめて検討した（4.2 節）。また、リアルタイムモニタリングを効果的に運用するために、

振動のみならず映像や緊急地震情報との統合を提案している（4.3 節）。さらに得られたデータの有

効活用のために、ウェブインターフェイスによる地盤・建物観測データベースの設計と利用を提示

した（4.4 節）。以上のような機材と運用の展開により、長期にわたり継続的な振動計測が実現でき、

さらに各種教育や防災啓発にも利用しうることを論じた。将来的には、建物強震観測の質量両面の

向上に加えて、観測データの公開と共有を通じて、現象の解明と設計資料の蓄積を行うことが、耐

震設計の高度化に必須となる。 
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ABSTRACT 
Earthquake response observation and vibration tests were examined for evaluating dynamic characteristics of 
soil-structure system of existing buildings. Approximately 150 buildings have been tested and observed in the 
past 15 years. Based on the results, new strategic response observation program is proposed, which reveals 
appropriate combination of limited observation in systematic way. Detailed discussion is made for some 
important points concerning planning of observation, new equipments and operation, data analysis and database, 
and future aspects of earthquake response observation. 
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